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し，BPR（Business Process Reengineering）を達成し  

た企業は少なくない．   

例えば，花王とJASCOは，十数種のEDIデータや  

商品マスター情報の共有，適正在庫量の計算ロジック  

の共同開発によって，高い信頼関係のもとに，メー  

カ主導型の在庫管理を実現している．また，相鉄ロ  

ーゼンは，菱食にEDIにより販売情報を提供し，加  

工食品の大部分の仕入れを任せることによって，多  

頻度小口納品を実現し，在庫や人件費を大幅に削減し  

ている．さらに，明治乳業は，隣接する複数工場を  

170ロックとし，ブロックにおける受注処理や生産計  

画を1カ所で行うという仮想工場システムを導入す  

ることによって，効率的な生産や間接要月の削減を図  

っている．   

さらに，インターネットの普及につれて，社内また  

は関係事業体間で情報共有環境を整備する企業が出現  

している．例えば，岩田屋は，インターネットを通じ  

て取引相手に在庫情報を公開し，在庫が一定のレベル  

まで下がると，自動的に配送が行われるというシステ  

ムを導入している．また，ウォルマートは，インター  

ネットを通じて関連企業と売上予測や需要予測情報を  

共有することによって，予測精度の向上および在庫の  

削減を図るシステムを開発した．   

このような成功事例は，いずれも企業が単独でなし  

えたものではないという特徴をもっている．そこでは，  

個々の企業における業績改善のため，情報ネットワー  

クを活用した取組みがなされ，企業の問題処理能力を  

向上させている姿を見いだすことができる．そこで，  

組織知能モデルを構築することによって，情報技術の  

利用が，情報ネットワーク企業に成功をもたらしてい  

るメカニズムの解明 

1．はじめに  

情報ネットワーク企業は，積極的に情報技術を導入  

し，競争上の優位の達成や利益の拡大を図っている．  

しかし，情報技術の活用にあたっては，組織構造，ワ  

ーク・フロー，ビジネスプロセスなどの整備を行わな  

ければ，その成功はおぼつかない．   

本稿では，企業における意思決定や情報のフローに  

着目し，その組織知能モデルを構築することによって，  

情報ネットワーク企業の特徴を明らかにすることとす  

る．情報ネットワーク企業は，EDIなどを利用するこ  

とによって，企業間の情報共有環境を構築している．  

この利点を明らかにするために，総流通コストを評価  

指標としたシミュレーションを行い，組織知能の高度  

化について考察する．   

その結果，情報ネットワーク企業は，情報共有環境  

の構築によって，意思決定センターの統合を実現して  

いること，生産流通プロセスにおけるサイクルタイム  

を短縮していること，さらに，意思決定の単純化や現  

場の知恵の導入を可能にしていることなどが明らかに  

なった．  

2．情報技術導入の成功事例  

近年，多くの企業は，POS（Point Of Sales），EDI  

（Electronic DataInterchange），CALS（Commerce  

At Light Speed），ECR（Efficient Consumer  

Response）などの情報技術を活用した経営戦略を実現  

することによって，大きな成功を収めている．特に最  

近，EDIによる情報共有環境を構築することによっ  

て，業務プロセスの削減やリードタイムの短縮に成功  
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図1段階別生産流通システムの組織知能モデル   

ができる．例えば，意思決定主体が需要予測を行う場  

合を考えると，その精度は当該主体の組織知能の現れ  

である．これは，とー）もなおさず意思決定関数［M］  

の能力である．つまり，需要予測は入力される情報に  

依存するとともに，その精度は在庫量などに影響を与  

える．段階別生産流通システムに関する組織知能モデ  

ルを図1に示す．‘図1において，［M］は意思決定関数  

を，実線は情報ないしは物のフローを．それぞれ示し  

ている．   

各意思決定センターは，分散問題解決の形でそれぞ  

れの役割を果たしており，必要な情報を収集，保存，  

処理しながら，他の意思決定センターと情報を交換す  

ることによって，問題を解決する．各意思決定センタ  

ーにおける情報の処理に関する計算式は，表1に示す  

とおりである．   

この段階別生産流通システムにおける組織知能の問  

題は，意思決定センターそれ自身の能力の問題に加え  

て，さらに，次の2つの問題点をもつと考えられる．  

（1）意思決定主体間で，情報の断絶が発生している．  

（2）各意思決定主体は，自己の利益を優先するとい  

う利己的特性をもつため，本来協力的な体制であるべ  

きところが，互いに利益を奪い合うという競争的関係  

になー）やすい．   

そこで，これらの問題を踏まえた組織知能を議論す  
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3．組織知能モデル  

3．1組織知能と意思決定関数   

組織知能とは，松田（1990）によれば，組織の集合  

的な知的問題処理能力と定義することができる．最近  

の組織は，人間知能と機械（コンピュータ）知能との  

交絡集積複合体である．したがって，組織知能は，情  

報技術を用いることによってl向上させることができ  

ると考えられる．   

本稿の組織知能モデルは，このような集積体につい  

て，意思決定センターと情報ないしは物のフローの組  

織化された形態であるという視点でモデル化を行う．  

このモデル化の意義は，意思決定関数を用いて組織知  

能を操作的に表現することにある．   

3．2 段階別生産流通システムの組織知能モデル   

見込み生産を行っている企業やその流通システムは，  

段階別生産流通モデルとして表現することができる．  

このモデルは，本社，工場，版売会社，配送拠点，小  

売店など5つの意思決定主体を含んでおり，それぞれ  

の意思決定主体が，意思決定センターをもつ．   

この意思決定システムにおける組織知能は，意思決  

定センターそれ自身と，それらの問の連結，すなわち  

情報フローと物的フローの組織体として表現すること  
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図2 情報ネットワーク企業の組織知能モデル  

表1組織知能モデル間の計算式の比較  

段階別生産流通システム   情報ネットワーク企業   

口  推定期初在庫高  1・．ト1＝【A㌔】ナノ・ノー．  

2  推定在庫高差異  βノ，ト1三ナノ一丁ムト1  

3  予想出荷量   g」＝【〟り】∫ノ，f  

4  計画生産量   ろ．－＝［〟1］β1，卜1＋［〟ユ］∫り   ろ，f＝［叫1】Jl＋［凡才机阿り   

5  生産高   ちノ＝【〟ク1】ろ，と   ちノ＝【〟pl】ろノ   

6  出荷計画   〝り＝【〟3】βり■1＋【〟。】ぶ2，r  〃り＝［〟．2】J2＋【〟力Z〕〃2ノ   

7  計画配送高   〃2．‘＝【〟5】β3．トー＋［〟6］∫；ノ  〃り＝【〟′∋］J3十［〟∫が3ノ   

8  出荷量   ∫ノ．－＝【〟り・岬ノ，－   ∫ノ，∫＝【〟毎】〃ノノ   

9  期末在庫高（F）   Jノ，r＝（㌦－ぶノ，‘）＋Jムト1   Jノ，と＝（㌦－ぶノ．～）＋ノノノ＿1   

10  期末在庫高（D）   Jヱ，亡＝（ぶり－∫り）＋Jり＿1   Jヱノ＝（ぶり－∫り）＋Jり－．   

皿  期末在庫高（R）   J3，f＝（ちノー∫3ノ）＋J，，ト1   Jり＝（∫ユ，∫－∫り）＋ノ，，ト1   

12  期末在庫差異   βノ′＝Jノー㌦   βノ，f＝ナノ一丁〟   

13  費用   Cノ＝∑：＝1【〟。】βノノ   Cノ＝∑：＝．【A生】βノノ   

●  

F‥エ場D＝物流センター R‥小売店  ノ＝1，乙3  
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思決定センターの移動は，表1の4，6，7などの欄  

の計算式における差異となって表われている．   

情報ネットワーク企業は，情報技術の活用を図るた  

め，このようなビジネスプロセスを採用することによ  

って，企業単独では達成し得ない問題処理能力を獲得  

している．  

4．シミュレーション  

情報ネットワーク企業の組織知能と段階別生産流通  

システムの組織知能とを対比するため，シミュレーシ  

ョンを行った．   

顧客満足にとって，システム全体の流通コストの削  

減は，重要な問題である．そこで，ここでは，小売段  

階および流通段階におけるコスト削減に着目すること  

とした．小売段階の業者のヲスト削減問題は，発注費  

用および在庫費用の削減問題である．一方，流通段階  

の業者のコスト削減問題は，配送回数の減少や定時配  

達による配送費用の削減問題である．本稿では，この  

典型的トレードオフ問題に着目して，意思決定の70ロ  

セスをシミュレートし，小売り段階での総流通コスト  

を評価指標として，2つのモデルの優位性を対比する  

こととした．   

るため，情報ネットワーク企業の事例にもとづいて，  

その組識知能モデルを構築することとした．   

3．3 情報ネットワーク企業の組織知能モデル   

情報ネットワーク企業の組織知能モデルを 

どにより情報共有環境を構築している企業の事例にも  

とづいて開発した．これを図2に示す．   

情報ネットワーク企業における組織知能の向上プロ  

セスを議論するためには，組織内だけではなく，組織  

間の相互連繋関係や，組織間の意思決定と情報のフロ  

ーを記述することができる新しいモデルが必要とされ  

る．   

このモデルで明らかなように，情報ネットワーク企  

業の特徴は，小売業者が，店舗の販売情報をメーカ側  

に提供することによって，各店舗の発注業務を全部メ  

ーカに委譲するとともに，メーカが，小売業者の各店  

舗の在庫をリアルタイムに把握し，必要なときに，必  

要な商品を，必要な店舗に自動的に補充する仕組みと  

なっている点にある．情報ネットワーク企業における  

ビジネス70ロセスは，具体的には，以下のとおりであ  

る．  

（1）小売店は，POSデータをリアルタイムで卸売業者  

に送ることによって，発注業務を卸売業者に委譲する．  

このため，小売店は，期初在庫高の予測，在庫高差異  

の推定，次期販売高の予測など，発注に関する意思決  

定の業務を削除することが可能となる．  

（2）卸売業者は，小売店からの販売情報にもとづいて，  

配送計画を立て，その計画をメーカに提供すると同時  

に，配送拠点に配送指示を行う．このことは，卸売業  

者が，在庫補充のための発注業務をメーカに委譲して  

いることを意味する．このため，卸売業者は，期初在  

庫高の予測，在庫高差異の推定，次期配送量の予測な  

ど，発注に関する意思決定の業務を削除することが可  

能となる．  

（3）メーカは，卸売業老の配送計画にもとづいて，生産  

計画を作成すると同時に，配送拠点の次期の在庫を推  

定する．次いで，工場へ出荷指示を行うと同時に生産  

指令を行う．すなわち，工場の在庫を補充するための  

生産計画は，卸売業者の配送計画にもとづく．このた  

め，工場での期初在庫高の予測，在庫高差異の推定，  

次期出荷量の予測，また，生産計画に関する意思決定  

などの業務を削除することが可能となる．   

前述の予測に関する業務の削除は，表1の1，2，  

3が空欄となっていることに表われている．また，意  
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4．1シミュレーションの方法   

両モデルの最も異なる点は，発注方式である．段階  

別生産流通モデルの場合は，小売業者は定期に在庫調  

査をし，基準在庫と手元在庫量との差（期間内販売さ  

れた量）だけを発注するという一般的な方式をとって  

いるものと仮定している．一方，情報ネットワーク企  

業モデルの場合は，メーカは小売業者の発注を代行し  

ていると仮定している．つまり，メーカは常に小売業  

者の在庫を監視し，在庫量が安全在庫まで下がると，  

基準在庫までの量が発注されたとする．このような方  

式の場合，基準在庫および安全在庫は，事例でも明ら  

かなように，メーカと小売業者が事前に共同で取り決  

めている．   

需要の予測業務を単純化するため，需要は一様分布  

に従って発生するとし，リードタイムはゼロと仮定し  

ている．   

4．2 シミュレーションの結果   

シミュレーションの結果は，図3に示すとおりであ  

る．情報ネットワーク企業モデルの場合，基準在庫量  

が小さいとき，小売段階での総流通コストは急激に下  

オペレーションズ・リサーチ   
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や，小売業者が集中発注によってバーゲニング・パワ  

ーを向上させ，規模の経済を求めながら，力のバラン  

スを維持することなどを挙げることができる．このよ  

うな補完的なメカニズムが，組織知能の向上に貢献し  

ている．この点は，統合において留意すべき問題であ  

る．   

R隠山tl01Sim血l■lion  
ToblG■【  

′  

隼1・  

／l．、．一【＿し／レ′ し．    ／レノ㌦■／ ゾ   

5．2 サイクルタイムの短縮   

情報ネットワーク企業は，サイクルタイムや納期の  

短縮を実現し，組織知能を向上させていると考えるこ  

とができる．このことは，在庫の回転率や市場の変化  

への対応スピードの向上となって表われている．また，  

現場の販売情報がリアルタイムで本社に伝送されるこ  

とによって，生産計画および素材などの購買計画を，  

実需に応じて，より正確に立案でき，在庫を削減でき  

るということにも表われている．   

中頭旭川椚畑叩  
〉0  IUO l又I  エロ  

図3 シミュレーションの結果   

がり，基準在庫が60になるとき，コストが最小となり，  

それを越えると，コストは徐々に増加していく．一方，  

段階別生産流通モデルの場合，曲線は情報ネットワー  

ク企業モデルの場合に類似しているが，コストは常に  

上回っている．このモデルの場合，基準在庫が73にな  

るとき，コストが最小値となる．図3によれば，情報  

ネットワーク企業モデルにおけるコストは，段階別生  

産流通モデルにおけるコストより，最大で17％の節約  

となっていることが分か．る．  

5．考 察  

情報ネットワーク企業の組織知能モデルと段階別生  

産流通システムの組織知能モデルとを対比することに  

よって，情報ネットワーク企業の利点を以下のように  

まとめることができる．   

5．3 意思決定内容の単純化   

情報ネットワーク企業は，意思決定の内容を単純化  

することによって，組織知能を向上させていると考え  

られる．この単純化の例として，自動発注・補充シス  

テムの導入を挙げることができる．この単純化を補う  

ため，業態により，提案型経営や店長裁量の加味など  

の方法が採用されている．情報ネットワーク企業は，  

以上のような利点をもつ．最近，企業においてはイン  

トラネットやエクストラネットの構築が盛んである．  

組織知能モデルは，このようなネットワークの有効性  

を議論するためのモデルとして有効性を発揮するもの  

と考えられる．  

6．結 論  

本稿では，組識知能を向上させる方策を議論するた  

めに，まず，意思決定と情報ないし物のフローに着目  

することによって，段階別生産流通システムの組織知  

能モデルを構築した．次いで，EDIの導入などを積極  

的に展開している情報ネットワーク企業に着目し，そ  

の成功事例にもとづいて，その組織知能モデルを開発  

した．これらの組織知能モデルは，意思決定関数が組  

識知能の操作的表現の1つであるという考えにもとづ  

いて，企業や生産流通過程をモデル化している点に特  

色がある．   

この組織知能のモデルにもとづいて，情報ネットワ  

ーク企業の特徴を明らかにするため，在庫問題を用い  

てシミュレーションを行い，情報ネットワーク企業と  

（21）4丁5   

5．1意思決定センターの統合   

情報ネットワーク企業は，意思決定センターの統合  

を実現し，組織知能を向上させていると考えることが  

できる．この統合により，ビジネス・プロセスが簡素  

化され，予測が不要となり，人月，階層などの削減が  

可能となっている．   

意思決定センターの統合は，情報の集中処理をもた  

らすため，そのままでは両者間の力関係に変化をもた  

らすことになるという問題を生じる．この間題に対処  

し，協調関係を維持するため，新たなメカニズムが  

導入されている．この例としては，メーカが小売業者  

に最小在庫維持を保証するという「契約」を結ぶこと  
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段階別生産流通システムとを対比した．   

その結果，情報ネットワーク企業は，EDIなどを構  

築することによって，情報共有環境を整備し，意思決  

定センターの統合，サイクルタイムの短縮，意思決定  

内容の単純化などの利点を実現し，組織知能の向上を  

図っていることが明らかとなった．   

これらのことからすれば，組織知能によるアプロー  

チは，情報ネットワーク企業の成功事例を説明するこ  

とが可能であるとともに，その理論化への取り組みが  

有望であることを示していると考えられる．   

本稿は，本学会の常設研究部会「OR／MSとシステ  

ム・マネジメント」の研究会における議論を参考とし  

ている．ここに，部会月の諸氏に謝意を表する次第で  

ある．  
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